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１．背 景 

２．法律の概要 

３．措置事項の概要 

（１） 我が国経済の発展のためには、エネルギー需給の早期安定化が不可欠であり、供給体制の強化に万全を期す。 
（２） その上で、需要サイドにおいては、持続可能な省エネを進めていく観点から省エネ法の改正を実施し、所要の措置を講ずる。 

（１） 自らエネルギーを消費しなくても、住宅・ビルや他の機器等のエネルギーの消費効率の向上に資する製品を新たにトップランナー
制度の対象に追加し、住宅、建築物分野の省エネ対策を強化する。 

（２） 需要家が、電力需要ピーク時の系統電力の使用を低減する取組を行った場合に、これをプラスに評価することで、事業者が電力
需要のピーク対策に取り組みやすくする。 

（３） 「本年３月３１日までに廃止するものとする。」とされている省エネ・リサイクル支援法を廃止する。 

需要家側における対策 
（１）需要家が、従来の省エネ対策に加え、蓄電池

やエネルギー管理システム（ＢＥＭＳ・ＨＥＭＳ）、
自家発電の活用等により、電力需要ピーク時の
系統電力の使用を低減する取組を行った場合に、
これをプラスに評価できる体系にする。 

 
（２）具体的には、ピーク時間帯に工夫して、系統電

力の使用を減らす取組（節電）をした場合に、 
これをプラスに評価することで、省エネ法の努力
目標（原単位の改善率年平均１％）を達成しやす
くなるよう、努力目標の算出方法を見直す。 

建築材料等に係るトップランナー制度 
（１） これまでのトップランナー制度は、エネ

ルギーを消費する機械器具が対象。今
般、自らエネルギーを消費しなくても、住
宅・ビルや他の機器等のエネルギーの
消費効率の向上に資する製品を新たに
トップランナー制度の対象に追加する。 

   
（２） 具体的には、建築材料等（窓、断熱材

等）を想定。企業の技術革新を促し、住
宅・建築物の断熱性能の底上げを図る。   

Ｂ．電力ピーク対策 

（現行の対象機器）乗用自動車、エアコン、 
            テレビ、照明、冷蔵庫、 
            ヒートポンプ給湯器等 
            ２６機器 
（新規追加案）  窓、断熱材 等 

「エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部を改正する等の法律【省エネ法】」の概要 

※トップランナー制度：エネルギー消費機器の製造・
輸入事業者に対し、３～１０年程度先に設定される
目標年度において高い基準（トップランナー）を満
たすことを求め、目標年度になると報告を求めてそ
の達成状況を国が確認する制度。 

※ 目標年度までの期間を十分に確保することで、新技術の導入
を促し、これまでの例をみても価格低下により消費者にメリット。 

  （例）ルームエアコン 
    

運輸部門 1.9倍 

民生部門 2.4倍 
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0

100

200

300

400

500

600

0 

100 

200 

300 

400 

500 
19

73
19

79
19

85
19

91
19

97
20

03
20

09

最終エネルギー消費量の推移（73年から09年） 

全部門   1.3倍 実質GDP 2.3倍 

（百万原油換算kL） （兆円） 

出所）総合エネルギー統計 
    国民経済計算年報 

Ａ．民生部門の省エネ対策 

トップランナー制度による効果 

 「平成２５年３月３１日までに廃止するものとする。」
と規定されている、「エネルギー等の使用の合理化
及び資源の有効な利用に関する事業活動の促進に
関する臨時措置法」を廃止する。 

Ｃ．省エネ・リサイクル支援法の廃止 

価格 省エネ性能

１９９９年（設定年度） １４１，９２０円 １０６８kWh

２００４年（目標年度） ８６，７４０円 ９４５kWh
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約48.8%
改善

○ガソリン乗用車の１０・１５モード燃費平均値の推移
○出所：国土交通省

燃費(km/L)

年度

期間消費電力量の推移

○冷房能力２．８ｋＷ（８～１２畳）のエアコンの単純平均値の推移
○期間消費電力量は、日本工業規格ＪＩＳＣ９６１２：２００５に基
づいたもの
○出所：各年度の省エネ性能カタログ（夏・冬）
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エ
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ー
の
使
用
の
合
理
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

政
府
は
、
内
外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
の
激
変
に
伴
い
、
長
期
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
の
安
定
化
の
必
要
性
が
高
ま
っ
て
い

る
状
況
に
鑑
み
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
適
切
な
措

置
を
講
じ
る
べ
き
で
あ
る
。

一

新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略
の
立
案
に
際
し
て
は
、
中
長
期
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
予
測
を
踏
ま
え
、
供
給
面
及
び
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
面
の
目
標
を
早
急
に
明
確
化
す
る
と
と
も
に
、
省
エ
ネ
が
新
た
な
成
長
分
野
と
し
て
有
望
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、

産
業
、
運
輸
、
民
生
各
部
門
に
お
け
る
効
果
的
な
総
合
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
早
急
に
構
築
す
る
こ
と
。

二

電
力
需
要
の
ピ
ー
ク
対
策
を
効
率
的
に
推
進
す
る
た
め
、
電
力
会
社
に
対
し
、
ス
マ
ー
ト
メ
ー
タ
の
加
速
的
な
導
入
及

び
時
間
帯
別
季
節
別
の
料
金
メ
ニ
ュ
ー
の
早
期
導
入
を
促
す
と
と
も
に
、
開
発
が
進
む
蓄
電
池
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
シ
ス

テ
ム
の
早
期
の
普
及
拡
大
策
を
講
じ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

三

民
生
部
門
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
推
進
す
る
た
め
に
は
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
能
に
優
れ
た
建
築
材
料
の
普
及
拡
大
を
図
る

必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度
に
つ
い
て
表
示
の
在
り
方
を
工
夫
す
る
な
ど
消
費
者
等
へ
の
周
知
徹
底

を
図
る
と
と
も
に
、
中
小
メ
ー
カ
ー
に
過
度
な
負
担
と
な
る
こ
と
の
な
い
よ
う
実
態
を
踏
ま
え
た
制
度
設
計
に
努
め
る
こ

と
。

四

建
築
確
認
時
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
準
適
合
義
務
化
に
つ
い
て
は
、
多
様
な
新
築
住
宅
・
建
築
物
の
状
況
を
踏
ま
え
、
消
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費
者
へ
の
負
担
が
過
度
と
な
ら
な
い
よ
う
、
技
術
革
新
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減
を
加
速
す
る
な
ど
の
支
援
措
置
を
講
じ
つ
つ
、

制
度
の
円
滑
な
実
施
の
た
め
の
環
境
整
備
を
図
る
こ
と
。
特
に
地
域
の
中
小
工
務
店
等
の
施
工
事
業
者
の
技
術
向
上
に
向

け
た
支
援
措
置
を
速
や
か
に
実
施
す
る
こ
と
。
併
せ
て
、
伝
統
的
木
造
住
宅
な
ど
に
十
分
配
慮
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。

参考８－２

3



エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
に
関
す
る
法
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を
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す
る
等
の
法
律
案
に
対
す
る
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決
議

政
府
は
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。

一

新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略
の
立
案
に
際
し
て
は
、
中
長
期
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
予
測
を
踏
ま
え
、
供
給
面
及
び
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
面
の
目
標
を
早
急
に
明
確
化
す
る
と
と
も
に
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
新
た
な
成
長
分
野
と
し
て
有
望
で
あ
る
こ
と

に
鑑
み
、
産
業
、
運
輸
、
民
生
各
部
門
に
お
け
る
効
果
的
な
総
合
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
早
急
に
構
築
す
る
こ
と
。

二

電
力
需
要
の
ピ
ー
ク
対
策
を
促
す
た
め
の
判
断
基
準
の
設
定
に
当
た
っ
て
は
、
過
度
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
を
増
や
す
こ

と
と
な
ら
な
い
よ
う
、
そ
の
算
出
方
法
、
ピ
ー
ク
時
間
等
は
適
切
に
設
定
す
る
と
と
も
に
、
電
力
需
給
状
況
を
踏
ま
え
柔

軟
に
見
直
す
こ
と
。
ま
た
、
事
業
者
に
過
度
な
負
担
と
な
る
こ
と
の
な
い
よ
う
十
分
実
態
を
踏
ま
え
た
も
の
と
す
る
こ
と
。

三

電
力
需
要
の
ピ
ー
ク
対
策
を
効
率
的
に
推
進
す
る
た
め
、
電
力
会
社
に
対
し
、
ス
マ
ー
ト
メ
ー
タ
ー
及
び
時
間
帯
別
・

季
節
別
の
料
金
メ
ニ
ュ
ー
の
導
入
を
よ
り
一
層
促
す
と
と
も
に
、
開
発
が
進
む
蓄
電
池
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
シ
ス
テ
ム
の

早
期
の
普
及
拡
大
を
図
る
こ
と
。

四

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
能
に
優
れ
た
建
築
材
料
の
普
及
拡
大
に
よ
り
、
民
生
部
門
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
一
層
推
進
す
る
た
め
、

ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度
に
つ
い
て
表
示
の
在
り
方
を
工
夫
す
る
な
ど
消
費
者
等
へ
の
周
知
徹
底
を
図
る
と
と
も
に
、
中
小

メ
ー
カ
ー
に
過
度
な
負
担
と
な
る
こ
と
の
な
い
よ
う
実
態
を
踏
ま
え
た
制
度
設
計
に
努
め
る
こ
と
。
あ
わ
せ
て
、
ト
ッ
プ

ラ
ン
ナ
ー
制
度
の
更
な
る
充
実
に
向
け
、
産
業
の
動
向
に
応
じ
て
対
象
品
目
や
基
準
の
見
直
し
に
努
め
る
こ
と
。
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建
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速
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な
ど
の
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置
を
講
じ
つ
つ
、
制
度
の
円
滑
な
実
施
の
た
め
の
環
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備
を
図
る
こ
と
。
特
に
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の
中
小
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等

の
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者
の
技
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向
上
に
向
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措
置
を
速
や
か
に
実
施
す
る
こ
と
。
あ
わ
せ
て
、
伝
統
的
木
造
住
宅
な
ど
に

十
分
配
慮
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。

参考８－３

5


	【参考
	スライド番号 1




